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日本は後進国。それを自ら認めることが大事。そこからしか日本の改善は始まらない。 

ブログ「村野瀬玲奈の秘書課広報室」2021/04/12 より 

２０２１年４月１１日に、『「日本の賃金水準がいつの間にか経済協力開発機構（OECD）の中で相当下位になっ

ている」という経団連・中西宏明会長の発言に改めて怒りをおぼえる。』という記事を出しました。日本の

賃金水準の低さは、日本は先進国グループから脱落しているということを示しているということと、賃金を

抑制してきた当の本人が賃金の低さに「危機感」を示す発言をしている矛盾への怒りを書きました。 

４月１１日のブログの一部抜粋（相当、怒っています。ぜひ、全文参照を。） 

・そもそも、「日本の賃金水準がいつの間にか経済協力開発機構（OECD）の中で相当下位になっている」

のは、経団連をはじめとする財界が日本は人件費が高すぎるとして、「国際競争力」のために給与、賃

金を抑制するように自民党政府と二人三脚で長年努力してきた「成果」です。 

・そのような経団連のトップが、まるで先進国と同じく日本財界も賃上げに努力してきたかのように発

言するのについては、現実の賃金水準の低下ぶりを突きつけて「恥を知れ」と言いたいところです。 

・さらに言えば、「いつの間にか……相当下位になっている」という発言の部分もひどいです。「いつの

間にか」ってなんですか。経団連は日本の労働者の賃金水準の低さに長い間全然注意を払ってこなか

った、賃金水準を先進国に近づけることに関心はなかった、日本の賃金水準の低さに気付いていなか

ったという意味でしかありません。そして、そういう賃金水準が低いのは経団連などの財界と自民党

政府に責任があります。日本の賃金が「ＯＥＣＤで相当下位」などと今言うのであれば、過労死するほ

どに働く労働者に向けてお詫びの一言くらいあってもいいとも思います。 

 

ちょうど最近、日本経済新聞に「日本は後進国」というフレーズを含む記事が出たので、日本を無条件で

先進国だとみなす認識が報道業界の中で変わりつつあることのあらわれとして、その記事をメモします。あ

わせて、「日本が後進国」であることについての私の意見を一度整理しておきたいと思います。 

 

いつの間に後進国になったか  日経新聞 2021 年 4 月 9 日「大機小機」より 

コロナ禍で思うのは、いつの間に日本は「後進国」に転落したのかという点である。肝心のワクチンは

米独英や中ロのような開発国にはなれず、インドのような生産拠点でもない。ワクチン接種率は世界で 

１００番目だ。 

「ワクチン後進国」に甘んじるのは、企業も政府も目先の利益を追う安易なイノベーション（革新）に

傾斜し、人間の尊厳を守る本源的なインベンション（発明）をおろそかにしたからではないか。 

「デジタル後進国」も鮮明である。接触確認アプリの機能不全を見逃すなど行政のデジタル化はお粗

末だ。中国先行の高速通信規格「５Ｇ」では競争に参入できず、得意だった半導体も米国、韓国、台湾の

後じんを拝する。 

福島原発事故を経験しながら「環境後進国」に陥ったのは、変われない日本を象徴している。再生可能

エネルギー開発は欧州や中国に大差をつけられ、電気自動車も大きく出遅れた。脱炭素の目標設定は大

幅遅れで、構造転換の覚悟にも欠ける。 

世界１２０位の「ジェンダー後進国」は目に余る。コロナ禍で指導力をみせたのは、メルケル独首相やア

ーダーン・ニュージーランド首相らだが、日本に女性政治家は少なすぎる。２０人にもなる日本経団連の

副会長にやっと女性経営者が１人選ばれてニュースになるのはさびしい。 

「人権後進国」は日本外交の弱点になる。バイデン米政権の登場で人権重視が世界の潮流になった。

新疆ウイグル自治区や香港の人権問題で米欧と連携して中国に厳しく対応しないと世界の信認を失う。

ミャンマー軍の弾圧を止めるため先頭に立つべきは軍とパイプのある日本だ。援助停止など手段はある。 

そして「財政後進国」である。コロナ禍で財政出動は避けられないが、日本の公的債務残高の国内総生 
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産（ＧＤＰ）比は２.７倍に膨らんだ。日銀が大量の国債購入で財政ファイナ

ンスにあたるから規律は緩む。財政危機の重いツケは将来世代に回る。 

日本が「後進国」に転落した背景には、政治・行政の劣化がある。責任も

取らず、構想力も欠く。問われるのは、日本のガバナンス（統治）である。コ

ロナ危機下で科学的精神と人道主義に基づいて民主主義を立て直し、資

本主義を鍛え直さないかぎり、先進国には戻れない。 

 

さて、これから書く私の意見は、日本経済新聞のこの記事に対する論評

というよりも、日経の記事の見出し、「いつの間に後進国になったか」を

使って私が記事を書くとしたらどういうふうにするかというものだと思

っていただきたいと思います。 

ひとまずいくつかの指標で日本の世界ランキング上の位置がどのくら

いか、復習しましょう。テーマによってはいろいろな切り口やランキング

がありますが、ここでは代表的、象徴的なものを拾います。 

（※指標の項目は変えていませんが、紹介の仕方は管理者で変更しています。） 

 

▼賃金の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼ジェンダーギャップ（男女の格差）指数ランキング ２０２１年 １５６か国中、日本は１２０位 低位で安定 

世界経済フォーラムは 2021 年 3 月 30 日、各国のジェンダー不平等状況を分析した「世界ジェンダー・

ギャップ報告書 2021」を発表し、毎年発表している 2021 年版「ジェンダー・ギャップ指数」を公表した。

対象は世界 153 カ国。 

 ジェンダー格差が少ない１位から５位までは、アイスランド、フィンランド、ノルウェー、ニュージーラ

ンド、スウェーデン。日本は１２０位で、昨年の１２１位から１つ順位を上げたが、過去ワースト２の順位とな

ＯＥＣＤ加盟国の平均賃金順位 
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った。その他、ドイツ１１位、フランス１６位、英国２３位、カナダ２４位、米国３０位、イタリア６３位で、日本

はＧ７の中で圧倒的に最下位。韓国は１０２位、中国は１０７位で日本より上だった。 

 同指数では、「ジェンダー間の経済的参加度および機会」「教育達成度」「健康と生存」「政治的エンパワー

メント」の４種類の指標を基に格差を算定し、ランキング付けされている。 

 

▼世界報道自由度ランキング ２０２１年 日本は６７位（１８０ヶ国中） 

国際ジャーナリスト団体の「国境なき記者団（RSF）」は 4月 20 日、「世界報

道自由度ランキング」の 2021 年版を発表した。日本は 67 位だった。慣習(記

者クラブ制度など)や経済的利益に阻まれて記者が権力監視機関としての役割

を十分に果たせていないなどとした。 

〔世界報道自由度ランキング〕 

１位 ノルウェー    （Ｇ７では）     （アジア諸国では） 

２位 スウェーデン 13 位 ドイツ 42 位 韓国 

３位 フィンランド 14 位 カナダ 43 位 台湾 

４位 デンマーク 33 位 英国 113 位 インドネシア 

５位 コスタリカ 34 位 フランス 137 位 タイ 

 41 位 イタリア 175 位 ベトナム 

 44 位 米国 177 位 中国 

 67 位 日本 179 位 北朝鮮 

 

▼論文数、科学研究環境など 

〔国公労連の Twitter 2020 年 5月 12 日〕 

英科学誌ネイチャーが論文数等による研究力ラン キング

を発表しました。研究機関のランキングで日本は東京大学の

11 位が最高で、ランク付けを始めた 2016 年以降、初めてトッ

プ 10 から陥落。加えて上位 10 カ国中、日本だけ論文数が減

少しており、日本の研究力低下が際立っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Top10％補正論文数……論文の被引用数が科学技術の各分野(22 分野)の上位 10％に入る論文数 

 

▼コロナウィルス対策としてのＰＣＲ検査の実施数 

右図は、Yahoo!ニュース 2020/4/30(木)  

高橋浩祐氏(国際ジャーナリスト)の記事より 

 

〔人口１００万人あたりのＰＣＲ検査実施数〕 

 ・１５８位/２１５の国・地域（２０２０年７月２９日現在） 

 ・１３８位/２１５の国・地域（２０２１年２月１７日現在） 
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▼半導体売上高メーカー別ランキング 日本勢最高位は 12位 

 

2020 年の半導体サプライヤ

売上高ランキングトップ15 社

(ファウンドリを含む) (出所:IC 

Insights) 

 

トップ 15 社の国別内訳は、

米国が８社と過半を占め、

台湾２社、韓国２社、欧州２

社、そして日本が１社となっ

ている。その唯一の日本勢

は NAND メーカーのキオク

シアで、12 位となっている。 

 

 

先進国、および先進国の国民とは、他国のお手本

ともなるような民主主義や道徳性の成熟度、科学や

学問の進歩ぶり、世界の経済的繁栄に寄与できるよ

うな産業や経済の状態、他国をも引き付ける文化な

どから決まるものだと思います。その視点からした

ら、上にあげた指標は日本を先進国として数えるこ

とをかなり強くためらわせるに十分です。上にあげ

た各分野で日本は停滞あるいは後退しており、世界

の進歩から明らかに後れを取っていますから。 

それにさらに、数値化、順位化は難しいですが、

以下の点も付け加えたり何度でも強調したりして

おきたいです。 

まず、政治・行政では、政府による公文書の廃棄や統計捏造などが非常に多く、三権分立や立憲主義が弱

体化しており、憲法が守られず、権力者の自己中心的行動や不法行為、不公正、不正義が処罰や制裁や有権

者の審判をほとんど受けず、政治、行政、統治機構が劣化していること。 

そして、日本社会と日本の政治を広く覆う対韓、対中などの差別感情、差別思想、差別行為、差別政治の

広がり。 

また、自国の過去の重大な過ちや暴虐行為を直視することができない精神の未熟さと、それを一つの原因

とする、特に大日本帝国によるアジア侵略についての史実の否定、歴史修正主義。 

また、上に引いた日経の記事はたぶん明記していないでしょうが、日本のマスメディアの報道力、分析

力、民主社会希求力が劣化していることも何度でも言っておかなければならないでしょう。 

（中略）日本はいつこのような後進国となったのでしょうか。それについてはいろいろな考え方があると思

いますが、その種は第二次大戦に敗戦して一応の民主国として再出発して以降ずっと政権を取り続けてき

た自民党によってまかれ続けてきたのだと思います。 

そういう長年の流れの末にそれが決定的になったのは、2011 年 3 月の東日本大震災と津波による東電福

島第一原発事故の後の国政選挙で民主党政権から自民党政権（安倍政権）になったところではないかと個人

的には思っています。（中略） 

しかし、単純に振り返ってみても、2012 年以降の（第二次）安倍晋三自民党内閣の間に数々の暴政や、

政治の劣化を示す政治・行政の不正行為が増えたことは事実です。だから、2012 年以降の第二次安倍内閣

が日本の後進国かを完成させたと言っても大きく間違っていないと思います。 


